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内湾漁業再生の方向性と課題 
− 三河湾を例とした流入負荷管理施策の限界 − 

鈴木輝明*1†

 
Teruaki SUZUKI*1† 

 

*1 愛知県水産試験場 ，443-0021 蒲郡市三谷町若宮 97 
Aichi Fisheries Research Institute, 97 Wakamiya, Miya, Gamagori, Aichi 443-0021, Japan 
 

はじめに 
 種苗生産・種苗放流という事業は水産資源水準

が低迷する中でその打開のための中心的な施策

（作り育てる漁業）として精力的に国，地方自治体に

よって実施されてきており，現在もその位置づけは

変わっていません。しかし今までの種苗放流が水産

資源回復に有効に機能したのかどうかは一部の魚

種を除き意見の分かれるところです。水産資源の低

下には様々な要因が関与しています。特に資源減

少が顕著な主要内湾においては埋め立てにより干

潟や浅場，藻場といった極浅海域が喪失し，水産資

源の産卵場，幼稚仔保育場がかなりの割合で減少し

たこと，さらに水質浄化機能の低下により貧酸素等

水質環境悪化が顕在化し，特に夏場の生残率が悪

化したこと，さらにこのような漁場環境悪化による資

源減少を漁獲努力量の増大によって補わざるをえな

い漁家経営の脆弱さによって乱獲状態が慢性化し

たこと等が挙げられます。これら要因が輻輳して資

源の長期的低落傾向に一向に歯止めが効かない状

態に陥っているというのが現状です。このように多様

な原因がありながら，何故，種苗生産，種苗放流とい

う対象療法的施策だけが注目され中心的に実施さ

れてきたのでしょうか？うがった見方かもしれません

がこれには次のような要因があると私は考えていま

す。①少なくなったら人工的に種苗を生産・放流して

増やせば良いという技術至上主義的な短絡した説

明がわかりやすいため予算や労力が獲得しやすい。

②埋め立て等開発事業の影響評価は水産以外の他

省庁の権限であり，水産生物の生存には直接関係

のない環境基準（COD,TN,TP 等）を満たすかどう

かが主たる内容である。肝心の漁業影響評価には

開発事業者に法的な履行義務がないため，影響回

避の有効な対策が立てられず，事業推進の補償行

為として種苗生産・種苗放流が最も説明しやすく，合

意が取り付けられやすい唯一の対応策である。③水

産研究者が水産資源減少要因に対する抜本的かつ

科学的な説明責任を半ば放棄し，安易に種苗放流

を是としている。④大規模化した種苗生産機関の人

的，経済的既得権益を守る必要がある。⑤新たな栽

培対象魚種が無限にあることを逆手にとった盲目的

な栽培漁業推進派が存在している等であると思われ

ます。しかし，漁業者も当初は種苗生産・種苗放流

に期待をし，その推進に積極的協力していたものの，

その効果が明瞭にみえないことからいらだちを隠し

きれないでいるのが現状です。 
 何故種苗放流が顕著な効果をもたらさないので

しょうか？これにはそもそも海洋生態系内のある種

は，当該種を巡る食う食われるの食物連環構造を中

心とした生態系の動的バランスの中に存在していま

すので，単一種の繁栄を生態系の中で支えることに

は限界があり，多様性の中に埋没してしまうという事

実があります。このそもそも論を仮に棚上げしたとし

ても，より重要な視点は種苗放流が沿岸域管理の問

題と分離して実施されているという点だと思われます。

水産資源回復のための種苗放流の効果が沿岸域管

理とどのように関係しているのかを端的に示す興味

†（現） 名城大学大学院総合学術研究科，468-8502 名古屋市天白区塩釜口 1-５０１ 
Graduate School of Environmental and Human Sciences, Meijo University, 1-501 Shiogamakuchi, 
Tenpaku, Nagoya, Aichi 468-8502, Japan 
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深い調査結果があります。これは適地放流という考

え方を実践するための調査です。適地放流とは放流

する際に，生き残り率がより高い場所を探して集中的

に放流しようという発想です。一般に内湾では湾奥

部に発達した河川と浅い地形，そして狭い湾口が特

徴です。このような地形的特徴は高温・高塩分の外

洋水塊の進入を抑制し，河川水起源の低塩分の湾

内水塊の卓越をもたらします。浅いという地形的特

徴は水温の季節変化を大きくするので，外海との間

に水温差が生じることになり，この水温差が生物の

産卵，索餌，越冬などの回遊行動を規定します。冬

季，水温がもっとも低下する頃には内湾種の多くは

すでに湾外の深場に越冬のため移動しており，湾内

には北方冷水性魚類の仲間や移動性の少ない魚介

類がわずかに卓越するのみですが，水温上昇がは

じまる春には多くの魚類が産卵，索餌のため来遊し，

豊富な動植物プランクトンや底生動物などの餌生物

を食べ成長します（船越 1981）。例えば漁獲日本一

を誇る愛知産トラフグ(写真１)は湾口伊良湖岬沖の

遠州灘（渥美外海）の水深３０m 程度の砂礫底で産

卵しますが，４月から５月にかけてふ化した稚魚は内

湾に来遊し，干潟・浅場周辺を回遊しながら北上し

て，６月頃には湾最奥の名古屋港内でも数センチの

稚魚が多数見られるようになります。このような回遊

行動の目的は豊富な餌を求めるためと，大型捕食魚

からの逃避と考えられていますが，10 月には 20cm
程度に成長し，その後水温の低下に伴って渥美外

海に主たる生息域を移し，冬の味覚の代表であるテ

ッチリ鍋の材料として延縄で漁獲されます。このトラ

フグ資源の水準を増加・安定するために資源を利用

する東海３県と（独）水産研究センターが協力して適

地放流調査を実施しました。人工的に種苗生産した

トラフグ稚魚に特殊な標識を付け，遠州灘，熊野灘，

伊勢湾内等の様々な海域９カ所から放流して漁獲へ

の加入効果を 2001 年から 2004 にわたって追跡し

た調査です。その結果，興味深い事実が明らかにな

りました。調査結果は，伊勢湾内知多半島常滑地先

（中部国際空港近傍）の干潟域に放流した稚魚の漁

業による回収率は産卵場や漁場に近い遠州灘沿岸

(1％～6％)や熊野灘沿岸(0.4％～1.3％)の外海より

も非常に高く（12％～26％），トラフグ稚魚の放流適

地は伊勢湾内の浅場であるという結果です（阿知波

ほか 2006）。このような適地放流という考え方は単

に大量の稚魚を放流すれば効果が現れるというもの

ではなく，放流後の稚魚の生残に好適な場所，すな

わち餌が豊富にあり，大型捕食魚から逃避できる環

境を有した場所が必須であるという当然の結果を示

したものであるといえます。とりもなおさず，豊かな餌

場であり，かつ大型捕食魚の少ない海域というのは

内湾であり，かつその中でも干潟等の極浅海域なの

です。これはトラフグに限らず産卵場がどこであれ幼

稚魚時代を湾内で過ごす水産生物種が非常に多い

のもこのような場の存在に他なりません。近年，沿岸

域管理の中で干潟・藻場を含む極浅海域の重要性

について水質浄化機能の視点から重要視されるよう

になったことは望ましいことです。しかし，沿岸域管

理やその延長線上にある流域圏管理の中心的課題

とされている流入負荷管理がこのような豊かな餌生

物をはぐくむことを念頭に議論されているのかと言え

ばそうとは言い切れません。入り口が狭いという特徴

を持つ内湾域では負荷削減方針が規定の路線とし

て踏襲され，その是非についての議論はあまりなさ

れていないように思われます。赤潮や貧酸素水塊の

抑制に流入負荷削減は当然のことのように思われて

いるのが現実です。本当にそうなのでしょうか？ 
 

内湾の豊かさの秘密 写真 1  愛知県産トラフグ 
 なぜ内湾は幼稚仔魚の成育に必要な餌が豊富

なのでしょうか？これには以下の５つの要因が考え
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られます。伊勢・三河湾（図１）を例にとると 
①河川から供給される豊富な栄養塩類（窒素やリ

ン）を利用して植物プランクトンの生産が高いこと，

②河川からの大量の淡水流入によって生じるエスチ

ュアリー循環（海水の密度に空間的な差が生じること

によって起きる流れ）により湾口底層からも外海深部

由来の豊富な栄養塩類が湾内に供給されること，③

河川からの良質な土砂により干潟・浅場が発達し，

光が海底まで透過するので，付着性微小藻類の生

産が高まること，④底生生物の多くが餌を採るため

大量の海水をろ過するので，透明度が増し，周辺に

広大な藻場が形成され，そこに大量の付着性植物

や動物が生息すること，（例えば底生生物の代表種

であるアサリ１個は１時間に約１リットルの海水をろ過

し，懸濁態有機物を除去するため透視度を高めます。

⑤湾口が狭いことにより，これら栄養塩類や

植物プランクトンが外海に逸散せず湾内に貯

留されること，などがその理由です。 
 この中で③，④の干潟（写真２）や藻場

（写真３）などの浅場の生産力は湾中央の平

場の約２０倍とも言われ，産卵場や生まれた

幼稚仔の大型捕食者からの逃避の場としても

機能することから，重要な再生産の場となっ

ています。例えば内湾藻場の代表であるアマ

モ場ですが，最近の三河湾奥のアマモ場の

魚類調査によると，アマモ場内はアマモ場外

の種類数では２倍，重量では 6.6 倍の魚類の幼

稚仔が確認されています（鈴木・家田 2003）。 
図 1  伊勢・三河湾の位置と形状

 オランダの著名な実験生態学者であるライゼは，

その著書「干潟の実験生態学」（日本語訳 倉田博；

生物研究社）の中で，干潟を「利用価値の低い有機

物を移入し，良く肥えた鳥達を陸域へ，成長した魚

類を海域へ移出する忙しい生態学的ターンテーブ

ルである。」とうまく表現しています。 
 問題は⑤です。⑤の湾口が狭いという地形的特

徴は，植物プランクトンやそれを捕食する動物性プ

ランクトンを湾の中にとどめるという栄養の貯金箱の

ような機能を与えているわけですから，これは生物

生産の面では長所以外の何者でもありません。全国

のアサリが激減しているにもかかわらず伊勢・三河

湾のアサリはあまり減っていない理由の一つがこの

事によっていると思われます。アサリは生まれてから

写真 2 三河湾西浦地区の干潟 写真３ 三河湾奥部三谷地区のアマモ場 
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２週間くらいは浮遊しながら流れに受動的に漂流し

ますが，その間に湾の外に出てしまえば死滅してし

まいます。伊勢・三河湾の生物生産にとって湾口が

狭いことは非常に都合の良い偶然なのですが，一般

には欠点と誤解されているように思われます。この誤

解は赤潮やそのなれの果てである貧酸素水塊が陸

域からの過大な流入負荷と狭い湾口という地形的特

徴によって引き起こされているという湖沼における富

栄養化の概念が内湾にそのまま適用されていること

から起こっています。 
環境悪化要因についての誤解？ 

 赤潮や貧酸素化が深刻化するようになってから，

湾口が狭いことが伊勢・三河湾の持つ海としての欠

点として指摘する向きがあります。「閉鎖性内湾」とい

う名称表現が使われますが，これは伊勢・三河湾に

対する名誉毀損的表現です。何故このような表現が

使われるのかというと，赤潮や貧酸素水塊の原因は

植物プランクトンの過剰増殖であり，このことはもの

が溜まりやすい閉鎖的な地形によるところが大きい。

従って「閉鎖性内湾」では植物プランクトンの発生を

抑えるために植物の生長にとって必要な陸からの流

入栄養塩類（流入負荷）を削減しなければならないと

いう考え方によっています。これがいわゆる富栄養

化対策と言われるものであり，現在第６次の窒素・リ

ンの総量規制が行われていますし，今後もさらなる

総量規制が予定されています。しかし

ながらこのことによって流入負荷が削

減されてきたにもかかわらず一向に状

態が良くならないのは何故なのでしょ

うか？ 
 夏季の植物プランクトン量がどの

ような要因に支配されているのかを明

らかにするために行った水産試験場

の調査（Suzuki et. al 1987）では，三

河湾では陸域や，エスチュアリー循環

による湾口底層からの豊富な栄養塩

供給により潜在的には常に赤潮になり

うるような高い植物プランクトンの生産

があるのですが，それらを摂食する動

物プランクトン，イワシ等の魚類，二枚貝等の底生生

物等によって，生産されるやいなや食べられてしま

い，結果として植物プランクトン量は無駄に赤潮には

ならずより高次の生物に転化し，その結果水中では

常時低い水準に押さえられているという非常に転換

効率の高い海洋生態系の仕組みがあることが明らか

にされています。つまり赤潮になるかならないかは

栄養塩量の多寡よりも植物プランクトンにかかる様々

な動物群の摂食圧の強弱によっているという事実で

す。したがって海の状況が良くならない理由につい

て，私は豊富な栄養塩によって生産される植物プラ

ンクトンが”何らかの理由”で動物に利用・消費され

なくなって，結果として赤潮になり，それが海の底に

沈降し腐敗する過程で海底付近の酸素が消費され

貧酸素化するのではないかと推測しています。三河

湾への窒素やリンの流入負荷が大きく増加したのは，

1950 年代から 60 年代ですが，赤潮の発生や底層

の貧酸素化が進行したのは，70 年代に入ってから

で時期がずれています。1970 年代は三河港内の臨

海用地整備のための大規模な埋め立てが短期間に

進行し，70 年代の 10 年間だけで約 1200ha の干

潟・浅場が失われました。図２に示すように赤潮が多

発するようになったのは，この埋め立てと同期してお

り，夏季の貧酸素化も同時に進行しました（Suzuki 
2001）。統計資料によれば 70 年代に行われた埋め
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立て海域だけでアサリ漁獲量が約 10,000t 減少して

います．この減少量は現在の愛知県全体のアサリ漁

獲量とほぼ同じ量であることから，消失海面は非常

に二枚貝類が豊かな海だったことが推測できます。

食生態学的にはアサリ等の二枚貝類は海水を濾過

することで餌をとるろ過食性マクロベントスと位置づ

けられますが，このような二枚貝の食生活は，無駄

に海の底に沈んで貧酸素化の原因となる高い植物

プランクトン生産を効率的に海水中から取り除くとい

う私たち人間にとっては非常に都合の良い役割を果

たすことから，水質浄化機能と評価されています。ち

なみに消失海面 1,200ha は三河湾全体の 2％にし

か相当しませんが，そこに生息していた二枚貝類に

よる生物的海水ろ過速度は，干潟で実測された単位

面積当たりのろ過速度で計算すると，夏季の三河湾

湾口における物理的海水交換速度の 19～43％，過

去の漁獲量から推測したろ過速度では 65～145％

に相当すると推定されています。このような湾の海水

交換の大きさに匹敵する生物的なろ過機能の喪失

によって，元来高い植物プランクトン生産が生物的

に制御できなくなり三河湾の環境を激変させた可能

性が高いと考えられます(鈴木ほかでもございません

が 2003)。これは伊勢湾にも当てはまることと思わ

れ

とも摂食圧が弱まっ

て

し

た

喪失という問題を引き起こ

える可能性も皆無ではあり

ますが，残念ながら研究はあまり進んでいませ

ん。 
 従って現在の悪化した原因を伊勢・三河湾の本

来的特徴であり，豊かさの根源である閉鎖的地形や

と陸からの流入負荷の削減によって，水中の窒素や

リンの総量は減少していますが，赤潮や貧酸素化の

原因となっている植物プランクトン量（図３中ではクロ

ロフィル a で表示）は減っておらず逆に増加傾向に

あります。さらに，図３に示したように動物の摂食によ

ってクロロフィル色素はフェオフィチンという光合成

活性を持たない色素に変化しますが，このフェオフ

ィチンが近年減少傾向にあるこ

いることを示唆しています。 
 海の物質循環系の一部に過ぎない陸からの流

入負荷にだけ目を奪われて，干潟・藻場，浅場とい

った極浅海域の生態系の機能を過小評価してきたこ

とが現在の伊勢・三河湾の環境悪化を助長したと言

えるかもしれません。沿岸域管理，特に内湾域の管

理は流入負荷削減に重点を置いた水質管理から本

来の海の健全な物質循環の構築（干潟等の保全・修

復）に重点を置いた場の管理に方向転換する必要

がありますし，その際水産資源生物の生活史全般に

わたってその生息を保証できる場の確保を命題と

適正な維持管理が前提になるべきと考えます。 
 さらにもう一歩踏み込めば水産資源管理におけ

る種苗放流の意味も再検討する時期にきていると考

えます。サケなど種苗生産・放流という方策が資源の

維持・増大に有効である種もありますが，すべての

水産有用種に人工種苗生産や種苗放流を適用する

ことには大きな問題があります。安易な人工種苗放

流は未確認の潜在的疾病の拡大，遺伝的多様性の

し，天然資源に影響を与

ません。資源回復を図る

時に，まず行わなけれ

ばならないことは適切

な沿岸域管理のあり方

についてしっかりと水産

の立場を説明し，理解

を得ることです。従来の

種苗放流が十分な効果

をもたらさなかったのは

放流後の成育場の保

全・造成の必要性を過

豊富な栄養塩の所為にしているのは本末転倒と言

わざるを得ません。近年の水質変化を解析してみる

図３ 三河湾におけるクロロフィル a とフェオフィチンの経年変化 
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Long-term variations of freshwater, sediment, nutrients and organic carbon flowing into Tokyo Bay
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The creature and environment in Tokyo Bay 
Masayuki KOIZUMI
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Tokyo Metropolitan Island Area Research and Development Center of Agriculture, Forestry 
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平成 21 年度 東京湾研究会 議事録 
 

日時：平成 21 年 2 月 4 日（木）  14:30−17:30 
場所：千葉県水産総合研究センター 東京湾漁業研究所 会議室 
出席者 36 名（別紙参照） 

 
議 事 

１．開会、挨拶（中田） 
東京湾研究会は今年度で３年目に入ったが、内湾の資源・漁業・環境の問題の解決に向けて、

情報共有、情報交換、課題化、外部資金獲得に向けて、少しずつだが進めている状況である。今

回は環境に主眼を置いたシンポジウムを企画した。 
 
２．ミニシンポジウム 「漁業にとっての内湾環境・水質をどう考えるか」 
（１）趣旨説明（児玉） 

総量規制が始まって、各水域の水質基準からみた環境は改善された。しかし、それと並行して

全体的に漁獲量が減少しているのが実情である。のりの色落ち・生産量の減少は顕著である。第

７次水質基準の見直しに向けて、水産の立場（持続的漁業生産）から内湾環境・水質をどう考え

るかをテーマにしたい。 
 
（２）基調講演 
1）内湾環境修復の方向性と課題 
講演者：鈴木輝明（愛知水試） 
（質疑） 
鳥羽：外部下層からの入ってくる有機物が中心なのは理解できたが、浅場造成の機能をどう評価

するのか？ 
鈴木：水質は陸域の負荷だけで決まっているわけでない。浅場は、懸濁態から溶存態への変換装

置（生物が介することが重要）である。 
鳥羽：生物が増えたという事実が印象深かった。他海域と比較した場合の三河湾の特徴は？ 
鈴木：三河湾にはまだ浅場を増やす地形が残っている。加えて、漁民の意識・スタンスがしっか

りしている。行政・研究についても、技術論的な研究に陥らないよう、メカニズムを明らか

にして開発の堤防とすべきである。 
内田：魚はどうか？ 浅場造成でアユも回復していると聞くが。 
鈴木：具体的な調査事例はまだないがキス、はぜ類は増えていると聞いている。イシガレイも増

えているようだ。 
 
2）陸域からの負荷変動に対するエスチュアリー生態系の応答 
講演者：山本民次（広島大） 
（質疑） 
鈴木：埋立と漁獲量とのタイムラグについて、水域で重要度の高い浅場を埋め立てれば、タイム

ラグが無いのではないか。 
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山本：それもあると思うが、データは持ち合わせていない。 
鈴木：負荷量を上げるという選択肢は無いのか。 
山本：上げてもいいと思うが、産業界は反発するだろう。 
中田：委員会でもそういう意見はある。 
松川：環境収容力に対する負荷の影響を把握しないと、単純に増加させてはいけない。環境収容

力を上げることが第一義的だと考える。 
山本：漁獲量が減ったのは負荷量で説明できると思う。今後は底生生態系が課題。 
松川：遅延期間や季節も考慮すべき。 
工藤：底泥から水柱へのフラックスの説明を。 
山本：底泥は境界としてしか扱っていない。また干潟でも生物量は無視できないので、そこも含

めて計算しなければならない。 
松川：長年蓄積された底質からの影響もあるのではないか？ 
鈴木：定量性よりも、経緯を鑑みると浅場の復元をまずやるべきではないか。 
 
（３）話題提供 
1）東京湾への淡水・土砂・栄養塩・有機物供給量の経年変化 
発表者：二瓶泰雄（東京理科大学） 
（質疑） 
内田：歴史的に遡れるか？ 
二瓶：可能である。LQ 式が昔と今で違うことが大きな問題。 
松川：リンも窒素も？ 
二瓶：冬はリンも窒素も COD も減っている。夏は出水が多いとリンやＣＯＤが増える。 
松川：では減っていないということか。 
二瓶：無機態が減っているのは確か。出水によって流入する懸濁物は底に溜まる。そこからの溶

出がカギとなる。 
 
2）東京湾の水質環境とノリ養殖生産の経年変化 長谷川健一・林俊裕・島田裕至・鳥羽光晴（千

葉水総研セ） 発表者：鳥羽光晴（千葉水総研セ） 
山本：ユーカンピアが低栄養要求なのではなくて、比重が重く底層栄養を使える。 
松川：水温との関係は？ 
石井：8℃より高いと増殖できる。冬季の水温が上がっているので、ユーカンピアが繁殖可能で、

しかも低栄養で競合種がいないので、増えるのだろう。 
 
3）東京湾のアサリ幼生の生存と分布における貧酸素水の影響 鳥羽光晴・小瀬村智行・山川 紘・

杉浦佳夫・小林 豊（千葉水総研セ） 
発表者：鳥羽光晴（千葉水総研セ） 
（質疑） 
堀口：飼育実験における幼生のサイズは？ 
鳥羽：サイズ間での分布・動態の差異は見いだせなかった。 
堀口：幼生は貧酸素を回避できるのか？ 
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鳥羽：生物として貧酸素を関知できていないのではないかと考える。 
岡本：貧酸素による影響は？ 
鳥羽：着底量や移出に対する影響の把握は出来ていない。 
 
4）東京湾奥における生物・水質情報 
発表者：小泉正行（都島しょ総セ） 
（質疑） 
鳥羽：ヤマトシジミは増えているのか？ 
小泉：確かに増えている。 
 
5）東京内湾における底生生物相の経年変動について 
発表者：田島良博（神奈川水技セ） 
（質疑） 
山本：生物相が変わった原因は？ 物理的要因か、種間関係か？ 
田島：これから情報を整えたい。生物量は 80 年代から減っている。 
松川：バイオマス全体として見た場合、減り始めたのは 2000 年くらいではないか？ 
田島：バイオマスが大きく減ったのは 80 年代であり、それ以後減少が続いている。 
松川：漁獲が減ったのは底層 DO が減ったからではないか？ また水温も温暖化と都市温排水のた

めに水温が継続して継続して上昇している。 
田島：70 年代の状況も合わせてトレンドを解析する必要がある。 
堀口：清水誠先生のデータも含めて解析すると、80 年代後半から 90 年代前半にかけて、大幅に

生物量が減少した。2000 年頃を境に生物相（魚類）が変化している。貧酸素だけでは説明

できないだろう。 
 
（４）総合討論 
児玉：水産サイドから総量規制への提言を今日紹介していただいた科学的データを基に出してい

くべきだろう。議論の時間が無くてこの場では議論できないが、水産サイドから総量規制への提

言を今日紹介していただいた科学的データを基に出していくべきだろう。 
 
３．その他 
事務局（市川）から研究会の意義について、以下のような意見の紹介があった。 
・情報交換の場というよりも問題解決の場（資金確保も含め） 
・水産をベースとした情報発信の場 
・単一魚種では議論が広がらない。 
・東京湾以外にも情報を集める部分、意見・協力を受ける部分を広げ、内湾域を全て含むような

研究会の発展が必要。 
・漁業振興というスタンスなら、東京湾だけには収まらない。 
・情報発信の場として資源海洋研究会（高知）や「東京湾の漁業と環境」を活用していく 
 
事務局：次年度のテーマについては今後幹事や関係者と相談して検討することになった。 
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堀川（中央水研）から今年 10 月の高知での資源海洋研究会シンポジウム「沿岸域の水産資源の管

理」の開催説明と協力依頼があった。 
 
最後に鈴木（愛知水試）より、伊勢三河湾での研究会での問題は、流入負荷について総合的に検

討していること、環境省や他の機関の方も含めて議論の土台を固めて欲しいとの発言があった。 
 
４．閉会、挨拶（鳥羽） 
 

以上  
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平成21年度 東京湾研究会　出席者名簿 2006/2/3

千葉県水産総合研究センター 次　長 柴田輝和
企画調整室 室　長 深代邦明
資源研究室 上席研究員 石井光廣

研究員 小宮朋之
研究員 黒田敬子

生産技術研究室 主席研究員 池上直也
東京湾漁業研究所 所　長 鳥羽光晴

のり・貝類研究室 上席研究員 宮里幸司

東京都島しょ農林水産総合センター 振興企画室 副参事研究員 米沢純爾
主　任 小泉正行

神奈川県水産技術センター 企画経営部・資源環境部 部　長 川原　浩
資源環境部 主任研究員 田島良博
栽培技術部 主任研究員 工藤孝浩

主任研究員 一色竜也
企画経営部 主任研究員 原田　穣

静岡県水産技術研究所 浜名湖分場 副主任 今中園実

愛知県水産試験場 場　長 鈴木輝明
漁業生産研究所

海洋資源グループ 主　任 宮脇　大
栽培漁業グループ 主任研究員 岡本俊治

主　任 平井　玲

三重県水産研究所 水研環境研究課 主任研究員 清水康弘
企画調整課 主　幹 松田浩一

広島大学大学院 生物圏科学研究科 教　授 山本民次

東京理科大学 理工学部土木工学科 准教授 二瓶泰雄

国立環境研究所 リスク研究センター 主席研究員 堀口敏宏 

水産総合研究センター
本　部　　　　 研究推進部　 研究開発Ｃ 内田和男

水産工学研究所
水産土木工学部　水理研究室室　長 八木　宏

瀬戸内海区水産研究所
生産環境部　環境動態研究室 室　長 樽谷賢治

中央水産研究所
資源評価部 部　長 堀川博史
浅海増殖部 部　長 輿石裕一

浅海生態系研究室 主任研究員 片山知史
資源増殖研究室 主任研究員 黒木洋明

海洋生産部 部　長 中田　薫
物質循環研究室 室　長 市川忠史

研究員 児玉真史
元低次生産研究室長 松川康夫
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